平成20年度第１回富山県環境審議会議事録（概要）

１．富山県環境審議会の組織の運営について

ア　会長の選出

・宮下委員が会長に選出された。

イ　副会長の選出

・長井委員が第一順位副会長に、福田委員が第二順位副会長に選出された。
ウ　各専門部会の委員と特別委員の指名

・宮下会長が、７つの専門部会に属する委員と特別委員の指名を行った。

２．温泉掘削等の許可について（報告）

＜質疑事項なし＞
３．富山県の環境行政の概要について（報告）

（委員）

県の平成17年度の温室効果ガス排出量は、平成２年度比で4.6％増加しており、目標である６％削減には現状から10％以上の削減が求められる。これに関して、県として、例えば将来的に温室効果ガス削減を義務づける条例を制定する等の考えはあるか。

（事務局）

排出量の割当制度、排出量取引につながる問題と思っている。日本国内での義務づけは国レベルで議論されているが、経済界の反対などで非常に難航している。ヨーロッパでは既に導入されているが、公平性の確保が一番のポイント。国の動きを十分注視しながら、本県の取組みについても考えてまいりたい。

（委員）

温室効果ガス排出量について、公表データは平成17年度までだが、平成19年度のデータはあるか。

（事務局）

国で国内全体の数字を出し、それを各県に割り振る形で積算されるため、おおよそ２年遅れでデータが出そろう。平成18年度分は今年の秋に、平成19年度分は来年の秋頃に確報が出せると思う。

（委員）

市町村の環境施策は住民の生活環境と直接関連している。県の施策は、すぐさま市町村の施策に反映されるのか。市町村と県の施策との関係を教えていただきたい。

（事務局）

県と市町村とは車の両輪、パラレルの関係にある。県は広域的、県全体を対象とした施策を展開し、市町村はその区域内における住民へのアプローチが基本。その中で、県と市町村が同じ対象に同じアプローチをするものについては、協力体制をとりながら実施している。具体的には、資源ごみ回収常設ステーションやレジ袋削減の取組みがあげられる。

（委員）

本県には富山・水・文化の財団があるが、富山県は水と文化がリンクする世界でも珍しい場所であるとして名称が付けられたと思っている。

環境を守ることは文化を守ること。環境問題は温暖化など数量化されるが、文化は数量化できるものではなくリンクさせるのが難しいが、実際は車の両輪、あるいは両方が一緒になってはじめて存在するものだと思う。

環境と文化との関連をわかりやすく説明することで、子供たちは、なぜ環境保全に取り組まなければいけないかを実感できる。

環境面では先進県だと思うが、文化とリンクさせた環境行政が推進されれば、世界的にも珍しい取組みになる。

（事務局）

今ほど説明した環境行政の施策は無味乾燥な部分がある。なぜそうしなくてはいけないかということを子供たちに訴えれば、より一層環境への取組みが連綿と続いていく、世代の中で根付いていくというご提案と理解しており、今後勉強してまいりたい。

以前、「地球は子孫からの預かりもの」という言葉を教えていただいたが、これなどは文化の切り口だと考えている。現在、環境教育に取り組んでおり、委員のご提案も念頭におきながら検討してまいりたい。

（委員）

４月１日からレジ袋の無料配布取り止め、ノーレジ袋県民大運動が実施され、辞退率は93％と非常に高い効果をあげている。先日、全国協議会の会合に参加したところ、富山県の高い辞退率について絶賛されたが、これは生活者の視点で延々と時間をかけて汗をかいて取り組んできた女性の視点が大きなウエイトを占めていると思う。

（委員）

県の様々な基準等について、もう少し具体性を持たせればよいと思う。例えば、温泉掘削の許可に係る掘削深度について、地球環境を考慮して富山県はもっと別の基準で行うといったことを考えるのもよいのではないか。

（委員）

温泉掘削の範囲や深度の基準は、既存温泉への影響の有無のみ。既存温泉へ影響が及ぶおそれがある場合には協議を行っている。以前は500ｍ程の掘削であったが、現在では非常に深くまで掘削して採取している。深度については科学的根拠があるわけではない。この問題は県によってトラブルも生じているようで、深く掘れば取水する範囲も広くなり、影響範囲も広がることから、今後の課題である。

平野部・扇状地での温泉掘削が各地で行われている。地下のデータは非常に重要で、地震の被害予測等の参考になる。環境省には地下のデータの重要性を理解いただき、平野部での掘削等のデータの結果報告について専門家が把握できるような、国で一括管理できるような制度を検討いただきたい。

（委員）

「カモシカ、カラス、ツキノワグマ、イノシシ等対策の推進」について、特に取り組むこととしているのはなぜか。また、「冬期間の自噴井戸保全対策の推進」について、年間ではなく「冬期間」なのはなぜか。

（事務局）

本県は、これまでは野生鳥獣による被害が少なかったが、最近、カラスやイノシシによる被害の増加、耕作地被害や人身被害が発生している。このため、議論が駆除・捕獲に偏りがちになるが、人の生活と野生鳥獣の棲み分けが大切であり、予防対策を含めて実施してまいりたい。また、都市部周辺ではカラスやムクドリによる生活環境被害が多発していることから、今年度からカラス対策として生息調査や被害防除対策を検討することとしている。

（事務局）

富山県では昭和56年の豪雪を機に消雪用の揚水設備の設置が進み、冬期間に一時的ではあるが地下水位が大幅に低下する現象がみられる。

本県は、ポンプでくみ上げなくても自ら湧き上がってくる「自噴井戸」に恵まれているが、その自噴井戸にバルブをつけてしぼることで、揚水を少しでも減らす節水を図り、冬期間の地下水位低下対策につなげようというものである。

（委員）

「冬期間の自噴井戸保全対策の推進」について、黒部市生地地区の近くでは冬期間は井戸水があまり湧き出さない。春になり田に水が入るとコンコンと湧き出る。

かつては一家に井戸１本だったものが、最近は分家して井戸を掘るため、地下水も倍以上使うようになった。また、農業の減反政策により、田に水が入っていない影響もあるのではないか。

農業者としては、地下水や環境の保全のため、特に黒部川扇状地を農業特区として減反を免除されるよう、国に提言していただきたいと思っている。

（委員）

県の環境政策の柱の一つに「生活環境の保全」が掲げられているが、この言葉は、大気や水の問題としての保全という意味合いと、発展途上国が望むような経済的に豊かな生活環境といった意味合いの二面性を持っている。この辺りに温室効果ガス削減等の世界的テーマにおける難しさがあると思う。

温室効果ガスの排出量について、家庭部門で大幅に増加しており、各家庭での意識の盛り上がりに欠けている。産業部門ではそれぞれ工夫して一定の効果をあげているが、個人となるとなかなか進まない。対応を検討し、県民に対する指針などを示していくべきではないか。

高岡古城公園の堀は、外来生物により生態系が崩れており、生物多様性どころか非常に単純な生態系になっている。全国の河川、湖沼においても同様の報告がある。古城公園の堀は規模が大きく、水を干して完全に駆除することは難しい。こうした事案への対応も、クマやサルに対する対策と同様に大切である。

（委員）

マイバッグ持参の取組みによりビニール袋の使用が大幅に減っていると思われる。しかしながら、ごみ集積所のゴミ袋をみると、レジ袋の中に生ごみなどを入れ、市町村指定の大きなゴミ袋の中に小分けにして入れており、従来とあまり変わっていないのが現状ではないかと思う。

レジ袋の使用が減るとビニール袋の使用も減るべきだと思うが、１～２ヶ月ほど前の報道では、ホームセンターでの販売量が増加しているとのこと。ビニール袋の使用をトータルで考える必要がある。県でも一度、レジ袋に代わるビニール袋の販売量を調査されればよいのではないか。

平成16年３月に答申を行った富山県地球温暖化対策推進計画では、2010年までに1990年比で６％以上削減可能という結論を出し、主体別の行動指針に基づき、県民、事業者、行政などの連携協力により推進するとしている。しかしながら温室効果ガス排出量は増加しており、計画が適切に実行されていないのではないか。

冒頭に、県が「地球温暖化対策推進本部」を立ち上げるという話があった。思うに、日本の政府がもっと具体的に目標をたて、方法を示し、環境省や産業界への理解を得て、場合によっては規制をし、そのうえで県や市町村へ施策展開しないといけない。県単独で目標をたてて推進しようとしても、規制できずに思うように進まないと思う。

（委員）

平成16年の地球温暖化対策推進計画策定以降、一世帯あたりのエアコンの台数が増加するなどライフスタイルの変化が大きく、家庭部門での排出量が増加している。

レジ袋については、レジ袋そのものが問題ではなく、これをきっかけとして環境への理解を深めていただくことが大事。県がアクト10宣言キャンペーンを展開していることは立派なこと。これを各人が守ることで、ある程度排出量を削減できる。

（委員）

平成18年３月に答申を行った環境教育推進方針について、①教員への研修の充実、②学校、事業者、社会の協働・協力による環境教育の推進、それぞれの進捗状況について教えていただきたい。

（事務局）

教員への研修についてはあまり進んでいないのが現状であり、引き続き教育委員会にねばり強くアプローチしていきたい。

環境教育については、今年度から保育園児・幼稚園児と保護者が一緒になってエコライフを学び実践する「はじめてのエコライフ教室」を実施している。また従来から取り組んでいる環境チャレンジ10についても着実に実施校が増えている。

